
一般会計等

（単位：百万円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 1,153,587 ※ 固定負債 929,099 ※

有形固定資産 1,010,017 ※ 地方債 814,530
事業用資産 259,764 ※ 長期未払金 1,327

土地 137,630 退職手当引当金 113,146
立木竹 9 損失補償等引当金 77
建物 250,845 その他 18
建物減価償却累計額 △ 133,419 流動負債 63,478
工作物 4,694 1年内償還予定地方債 53,268
工作物減価償却累計額 △ 1,753 未払金 492
船舶 562 未払費用 -
船舶減価償却累計額 △ 318 前受金 -
浮標等 44 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 △ 39 賞与等引当金 8,096
航空機 - 預り金 1,622
航空機減価償却累計額 - その他 0
その他 - 992,577
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 1,508 固定資産等形成分 1,180,048

インフラ資産 739,114 余剰分（不足分） △ 971,318
土地 336,863
建物 13,338
建物減価償却累計額 △ 6,695
工作物 588,337
工作物減価償却累計額 △ 209,720
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 16,991

物品 13,816
物品減価償却累計額 △ 2,677

無形固定資産 1,263
ソフトウェア 1,258
その他 5

投資その他の資産 142,308 ※

投資及び出資金 88,066
有価証券 -
出資金 88,066
その他 0

投資損失引当金 -
長期延滞債権 1,585
長期貸付金 13,967
基金 38,810

減債基金 14,584
その他 24,226

その他 -
徴収不能引当金 △ 119

流動資産 47,720
現金預金 12,782
未収金 713
短期貸付金 11,591
基金 22,670

財政調整基金 15,844
減債基金 6,826

棚卸資産 18
その他 0
徴収不能引当金 △ 54 208,731 ※

1,201,307 1,201,307 ※

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

１　一般会計等貸借対照表
（平成２９年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計



年度末時点の資産、負債、純資産の残高及び内訳を表したものです。

資産合計は1兆2,013億円で、そのうち道路・河川などの土地や工作物といったインフラ資産

が7,391億円、庁舎・学校などの土地や建物といった事業用資産が2,598億円となっています。

負債合計は9,926億円で、翌々年度以降に償還予定の地方債や退職手当引当金などの固定負債

が9,291億円、翌年度に償還予定の地方債などの流動負債が635億円となっています。

資産合計と負債合計の差額である純資産は2,087億円となっています。

〈補足説明〉

○事業用資産：インフラ資産及び物品以外の有形固定資産を計上しています。

○インフラ資産：有形固定資産のうち道路、河川、港湾、公園などを計上しています。

○建設仮勘定：年度をまたがって行われる建設工事等にかかる支出を計上しています。

○長期延滞債権：収入未済額のうち、滞納繰越分（当初調定年度が前年度以前のもの）を計上

しています。

○未収金：収入未済額のうち、現年分（当初調定年度が当該年度のもの）を計上しています。

○棚卸資産：売却を目的として保有している資産を計上しています。

○徴収不能引当金：過去5年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。

○長期未払金：債務負担行為に基づく支出予定額のうち、過年度に国が実施した国営土地改良

事業に関する負担金など、事業完了後に支出するものの翌々年度以降の支出予定額を計上し

ています。なお、翌年度支出予定額は、未払金に計上しています。

○退職手当引当金：年度末において、年度末退職者を除く全職員が退職したと想定した場合に

必要となる退職手当の総額を計上しています。

○賞与等引当金：翌年度支払予定の期末手当・勤勉手当について、支給対象期間のうち当年度

に係る金額を引当金として計上します。具体的には、次年度の6月に支給する賞与は、当該年

度の12月から翌年5月に対する支給であることから，当該年度の負担分にあたる4カ月分（12

～3月）を引当金として計上しています。



（単位：百万円）

経常費用 300,190
業務費用 185,444 ※

人件費 113,304
職員給与費 96,772
賞与等引当金繰入額 8,096
退職手当引当金繰入額 5,533
その他 2,903

物件費等 60,497 ※

物件費 27,342
維持補修費 14,259
減価償却費 18,877
その他 18

その他の業務費用 11,644
支払利息 8,497
徴収不能引当金繰入額 0
その他 3,147

移転費用 114,746 ※

補助金等 105,698
社会保障給付 6,659
他会計への繰出金 1,384
その他 1,004

経常収益 15,103
使用料及び手数料 6,969
その他 8,134

純経常行政コスト △ 285,087
臨時損失 1,322

災害復旧事業費 730
資産除売却損 96
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 34
その他 462

臨時利益 422
資産売却益 422
その他 -

純行政コスト △ 285,988 ※

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

２　一般会計等行政コスト計算書

自　平成２８年４月１日　

至　平成２９年３月３１日

科目 金額

年度中の資産形成につながらない行政サービス提供にかかる費用と収益を表したものです。

人件費など毎年度経常的に発生する経常費用は3,002億円、行政サービスへの対価である使用

料や手数料などの経常収益は151億円で、経常費用から経常収益を引いた純経常行政コストは

2,851億円（行政コスト計算書では△表示）となっています。これに災害復旧費など臨時に発生

する臨時損失と資産売却益など臨時に発生する臨時利益の差額を加えた純行政コストは2,860億

円（行政コスト計算書では△表示）となり、これについては、県税・地方交付税などの一般財源

や国庫支出金などで賄うことになります。



（単位：百万円）

前年度末純資産残高 183,317 1,164,663 △ 981,346

純行政コスト（△） △ 285,988 △ 285,988

財源 310,997 310,997

税収等 266,087 266,087

国県等補助金 44,910 44,910

本年度差額 25,009 25,009

固定資産等の変動（内部変動） 14,980 △ 14,980

有形固定資産等の増加 39,688 △ 39,688

有形固定資産等の減少 △ 20,962 20,962

貸付金・基金等の増加 11,638 △ 11,638

貸付金・基金等の減少 △ 15,384 15,384

資産評価差額 - -

無償所管換等 405 405

その他 - - -

本年度純資産変動額 25,414 15,385 10,028 ※

本年度末純資産残高 208,731 1,180,048 △ 971,318

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

３　一般会計等純資産変動計算書
自　平成２８年４月１日　

至　平成２９年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

年度中の純資産の変動や年度末残高を表したものです。

28年度中、行政コスト計算書で算出される純行政コスト（2,860億円）は県税や地方交付税など

の一般財源や国庫支出金などの財源で賄えており、28年度末の純資産残高は2,087億円となってい

ます。

〈補足説明〉

純資産変動計算書の純行政コストは、行政コスト計算書の純行政コストと一致します。また、固

定資産等形成分および余剰分（不足分）の本年度末残高は、それぞれ貸借対照表の純資産の部に

おける各表示区分と一致します。



（単位：百万円）

【業務活動収支】
業務支出 293,753

業務費用支出 179,007
人件費支出 125,946
物件費等支出 41,647
支払利息支出 8,497
その他の支出 2,917

移転費用支出 114,746 ※

補助金等支出 105,698
社会保障給付支出 6,659
他会計への繰出支出 1,384
その他の支出 1,004

業務収入 310,734
税収等収入 266,058
国県等補助金収入 30,201
使用料及び手数料収入 6,974
その他の収入 7,501

臨時支出 730
災害復旧事業費支出 730
その他の支出 -

臨時収入 3,042
業務活動収支 19,293
【投資活動収支】

投資活動支出 90,352 ※

公共施設等整備費支出 39,406
基金積立金支出 10,686
投資及び出資金支出 16
貸付金支出 40,243
その他の支出 -

投資活動収入 66,893 ※

国県等補助金収入 11,667
基金取崩収入 13,592
貸付金元金回収収入 41,040
資産売却収入 593
その他の収入 -

投資活動収支 △ 23,459
【財務活動収支】

財務活動支出 104,942 ※

地方債償還支出 104,938
その他の支出 5

財務活動収入 107,658
地方債発行収入 107,658
その他の収入 -

財務活動収支 2,716
△ 1,450

12,610
11,160

前年度末歳計外現金残高 1,766
本年度歳計外現金増減額 △ 144
本年度末歳計外現金残高 1,622
本年度末現金預金残高 12,782

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高
本年度末資金残高

４　一般会計等資金収支計算書
自　平成２８年４月１日　
至　平成２９年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額

年度の資金収支の状況を

活動区分ごとに表したもの

です。

28年度については、人件

費や補助金などの業務活動

収支は193億円の黒字、公共

施設等整備費や貸付金など

の投資活動収支は235億円の

赤字、県債などの財務活動

収支については、27億円の

黒字となり、その結果、28

年度の資金収支額は15億円

の赤字、年度末資金残高は

112億円となっています。



連結

（単位：百万円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 1,211,555 固定負債 981,307 ※

有形固定資産 1,085,155 地方債等 848,161
事業用資産 328,500 ※ 長期未払金 1,328

土地 150,401 退職手当引当金 115,265
立木竹 17 損失補償等引当金 77
建物 288,141 その他 16,477
建物減価償却累計額 △ 147,415 流動負債 103,172 ※

工作物 56,415 1年内償還予定地方債等 63,912
工作物減価償却累計額 △ 32,080 未払金 4,793
船舶 567 未払費用 48
船舶減価償却累計額 △ 322 前受金 89
浮標等 44 前受収益 6
浮標等減価償却累計額 △ 39 賞与等引当金 8,992
航空機 - 預り金 1,807
航空機減価償却累計額 - その他 23,524
その他 19,561 1,084,479
その他減価償却累計額 △ 13,711 【純資産の部】
建設仮勘定 6,922 固定資産等形成分 1,236,617

インフラ資産 740,772 ※ 余剰分（不足分） △ 1,000,687
土地 334,729 他団体出資等分 △ 190
建物 17,739
建物減価償却累計額 △ 8,586
工作物 589,749
工作物減価償却累計額 △ 210,045
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 17,185

物品 25,494
物品減価償却累計額 △ 9,611

無形固定資産 15,191
ソフトウェア 1,296
その他 13,895

投資その他の資産 111,209
投資及び出資金 40,835

有価証券 6,424
出資金 34,023
その他 388

長期延滞債権 1,585
長期貸付金 9,760
基金 56,115

減債基金 14,584
その他 41,531

その他 3,035
徴収不能引当金 △ 121

流動資産 108,641
現金預金 29,528
未収金 5,858
短期貸付金 11,341
基金 22,670

財政調整基金 15,844
減債基金 6,826

棚卸資産 4,956
その他 34,351
徴収不能引当金 △ 63

繰延資産 23 235,740
1,320,219 1,320,219

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

１　連結貸借対照表
（平成２９年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額



（単位：百万円）

経常費用 339,490 ※

業務費用 225,481
人件費 130,441 ※

職員給与費 112,019
賞与等引当金繰入額 8,987
退職手当引当金繰入額 6,429
その他 3,007

物件費等 79,911
物件費 38,018
維持補修費 17,739
減価償却費 23,913
その他 241

その他の業務費用 15,129
支払利息 9,222
徴収不能引当金繰入額 29
その他 5,878

移転費用 114,008
補助金等 106,272
社会保障給付 6,729
他会計への繰出金 0
その他 1,007

経常収益 48,993
使用料及び手数料 26,646
その他 22,347

純経常行政コスト △ 290,496 ※

臨時損失 1,865
災害復旧事業費 730
資産除売却損 210
損失補償等引当金繰入額 34
その他 891

臨時利益 1,207 ※

資産売却益 614
その他 594

純行政コスト △ 291,154

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

２　連結行政コスト計算書

自　平成２８年４月１日　

至　平成２９年３月３１日

科目 金額



（単位：百万円）

前年度末純資産残高 267,783 1,275,018 △ 1,007,235 -

純行政コスト（△） △ 291,154 △ 290,960 △ 194

財源 308,729 308,729 -

税収等 263,738 263,738 -

国県等補助金 44,991 44,991 -

本年度差額 17,576 ※ 17,770 ※ △ 194

固定資産等の変動（内部変動） 15,408 △ 15,408

有形固定資産等の増加 39,688 △ 39,688

有形固定資産等の減少 △ 20,962 20,962

貸付金・基金等の増加 12,231 △ 12,231

貸付金・基金等の減少 △ 15,549 15,549

資産評価差額 - -

無償所管換等 449 449

他団体出資等分の増加 - -

他団体出資等分の減少 4 4

その他 △ 50,072 △ 54,259 4,187

本年度純資産変動額 △ 32,043 △ 38,401 ※ 6,548 ※ △ 190

本年度末純資産残高 235,740 1,236,617 △ 1,000,687 △ 190

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

３　連結純資産変動計算書
自　平成２８年４月１日　

至　平成２９年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分



（単位：百万円）

【業務活動収支】
業務支出 320,565

業務費用支出 206,741
人件費支出 139,645
物件費等支出 53,029
支払利息支出 9,221
その他の支出 4,846

移転費用支出 113,824 ※

補助金等支出 106,090
社会保障給付支出 6,729
他会計への繰出支出 0
その他の支出 1,004

業務収入 338,565
税収等収入 266,480
国県等補助金収入 30,606
使用料及び手数料収入 26,527
その他の収入 14,952

臨時支出 1,144
災害復旧事業費支出 730
その他の支出 414

臨時収入 3,533
業務活動収支 20,389
【投資活動収支】

投資活動支出 95,960 ※

公共施設等整備費支出 44,466
基金積立金支出 11,312
投資及び出資金支出 16
貸付金支出 40,164
その他の支出 3

投資活動収入 71,884 ※

国県等補助金収入 11,839
基金取崩収入 14,164
貸付金元金回収収入 41,040
資産売却収入 4,094
その他の収入 746

投資活動収支 △ 24,076
【財務活動収支】

財務活動支出 118,565
地方債等償還支出 115,405
その他の支出 3,160

財務活動収入 116,613
地方債等発行収入 108,910
その他の収入 7,703

財務活動収支 △ 1,952
△ 5,639

33,545
27,906

前年度末歳計外現金残高 1,766
本年度歳計外現金増減額 △ 144
本年度末歳計外現金残高 1,622
本年度末現金預金残高 29,528

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高
本年度末資金残高

４　連結資金収支計算書
自　平成２８年４月１日　
至　平成２９年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額


